
持管理の徹底を図るとともに、効率的な活用を図る。
施策目的・

(2)目的 財産の有効活用を進めます。また、公共施設の維持管理については、計画的・効率的に行うとともに、一層 事業目的
展開方向

の経費の削減に取り組みます。
・公用車の効率的な活用を図るため、施設管理課で事前予約車・部所管の公用車と合わせて、公用車全体の ・事前予約車・部所管の公用車と合わせて、公用車全体の有効活用及び利用率の向上を図る。
有効活用を図る。なお、予約・利用状況はグループウエア上で利用状況を確認し空車を探して、事前予約車 ・環境負荷に配慮した低公害車の活用を限られた財源の中で積極的に進める。また、低公害車導入により燃
申請書を施設管理課へ提出の上、承認後使用する。 当該年度 費の向上図り、燃料費の削減を行う。
・給油カードを活用して、燃料費（時価）の削減を図っていく。 執行計画 ・電動アシスト自転車の活用を推進する。

(3)事業内容 内　　容 ・事故抑止に向けた講習会等を実施し、安全運転技術の向上を図っていく。
・環境に配慮した低公害車の購入を進めていく。

事前予約車の利用率 想定値 80当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 74

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ・部付け配置車の利用率の向上及び有効活用。 直接 事前予約車の利用率 ％ 74 80
・事前予約車の有効活用の検討。

令和 2年度 事前予約車の利用率 直接 事前予約車の利用率 ％ 80

令和 3年度 事前予約車の利用率 直接 事前予約車の利用率 ％ 80

公用車全体の有効活用と数量の最適化を図る。
(7)事業実施上の課題と対応 環境負荷に配慮した低公害車の活用を限られた台数の中で進める。 代替案検討 ○有 ●無

電動アシスト自転車の積極的な活用について工夫・検討する。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

車両の管理運用費等 7,027 車両の管理運用費等 6,415 6,170 車両の管理運用費等 6,557 車両の管理運用費等 6,557
車両購入費等（買換3台） 3,318

【予備費】自動車重量税不足分 2 ＊ 公用車交通安全対策推進業務委託 1,155 ＊ 公用車交通安全対策推進業務委託 1,265
・安全運転レポート作成費 ・安全運転レポート作成費
・安全運転講習会開始支援 ・安全運転講習会開始支援
・道路施設改良検討 ・ヒヤリハットマップを活用した啓発

実施内容 ・データーサーバー使用料 ・データーサーバー使用料

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 10,347 合　　計 6,415 6,170 合　　計 7,712 合　　計 7,822
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 90 ％ 2,700 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 7,647 6,415 6,170 7,712 7,822

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.1 0.3 0.3 0.1 0.1
正職員人件費 880 2,640 2,640 880 880

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 11,227 9,055 8,810 8,592 8,702
(11)単位費用

140.34千円／％ 113.19千円／％ 119.05
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

部単位の所管公用車と事前予約車5台（市長車等を除く）との併用方式を行って効率的な公用車の活用を図る必要がある ●①事前確認での想定どおり
。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

予約状況を可視化（庁内ＬＡＮ）していることで集中管理車等の効率的な活用ができた。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公用車は市が主体となって維持管理を行う必要がある。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市が所有する公用車を管理するため。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ・アイドリングストップの励行 ・アイドリングストップ等、エコドライブの励行 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ・公用自転車の活用 ・自転車の積極的な活用 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している ・低公害車両の購入

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
74 80 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

効果的な利用を行うことができたことや業務での必要性が高い。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 74 92.5
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 9,055 2,172 8,810 97.29
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

19.35

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 燃費、自転車の積極的な活用等、可能な限り経費削減に

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 努めた。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.88

％ 10万円 0.84 95.45

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は環境への配慮という施策の実現に効果的な事業となっているため、今後も現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 101 課コード 0105 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・施設管理課

個別事業 公用車の適正な管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成18年度 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 9,055 千円 (うち人件費 2,640 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

利用見込みのない市有地の売却や、行政財産の使用許可による賃貸料・広告収入の拡充などによって、公有 公用車を常に良好な状態で使用できるよう車両維



かつ快適に使用できる庁舎の環境整備を行う。
施策目的・

(2)目的 財産の有効活用を進めます。また、公共施設の維持管理については、計画的・効率的に行うとともに、一層 事業目的
展開方向

の経費の削減に取り組みます。
・庁舎の光熱水費の支払、建物の損害保険、庁舎内設備機器の保守点検管理、庁内の清掃及び警備、電話交 ・光熱水費などの支払業務・建物損害保険に関する業務・庁舎内設備機器の保守管理業務・庁舎清掃及び警
換業務、庁舎の維持補修など庁舎全般の維持管理を行う。 備に関する業務・庁舎の維持補修全般に関する業務を継続して進める。
・来庁者、職員駐車場の確保及び管理。 当該年度 ・東別館耐用年数調査業務委託を行い東別館の長期使用が可能か調査を行う。
・庁舎維持消耗品（トイレットペーパー、蛍光灯等）購入など。 執行計画 ・本庁舎吸収冷温水機総合修繕を実施する。

(3)事業内容 内　　容 ・庁舎等にLED照明などを導入し省エネルギ―化を行う。 ・東別館受変電設備撤去工事を実施する。

庁舎施設等の保守管理の執行率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 庁舎施設等の保守管理 間接 保守管理の執行率 ％ 100 100

令和 2年度 庁舎施設等の保守管理 間接 保守管理の執行率 ％ 100

令和 3年度 庁舎施設等の保守管理 間接 保守管理の執行率 ％ 100

現庁舎において、市民サービスの向上及び行政機能を向上させるための庁舎のあり方を検討する必要がある。
(7)事業実施上の課題と対応 老朽化した施設及び設備機器等を計画的に修繕を行い長寿命化を図っていく必要がある。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

庁舎維持管理業務 144,380 庁舎維持管理業務 145,958 146,649 庁舎維持管理業務 145,958 庁舎維持管理業務 145,958

バルクリースリース料【債務負担】 30,316 30,314 バルクリースリース料【債務負担】 30,316 バルクリースリース料【債務負担】 30,316
＊ 東別館ＬＥＤ照明リース 921 (H31.2～H41.1　H31年度分) (H31.2～2029.1　2020年度分) (H31.2～2029.1　2021年度分)

(H30.10～H35.9)
庁舎８棟機械警備更新・警備業務委託 ＊ 吸収冷温水機総合修繕 11,501 10,120

＊ ・機械警備設置分 2,853 ＊ 東別館受変電設備等撤去工事 7,458 7,274
実施内容 ＊ ・警備業務委託分(H30.4～H33.3) 713 ＊ 東別館耐用年数調査業務委託 1,631 1,091

(8)施行事項
費　　用 【6月補正】 【流用】

＊ バルクリース　リース料（2ヶ月分） 5,053 施設維持補修工事費 1,106
(H31.2～H41.1) 公共施設包括管理業務委託料から予算流
債務負担行為 【予備費】

施設修繕料（西別館ロスナイ修繕） 117
【3月補正】
東別館耐用年数調査業務委託料 △540
駐車場賃借料 △650

予算(決算)額 合　　計 153,920 合　　計 196,897 195,448 合　　計 176,274 合　　計 176,274
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 153,920 186,897 185,448 176,274 176,274

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 ■基金 □その他 10,000 10,000 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.9 1 1 0.9 0.9
正職員人件費 7,920 8,800 8,800 7,920 7,920

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 161,840 205,697 204,248 184,194 184,194
(11)単位費用

1,618.4千円／％ 2,056.97千円／％ 2,042.48
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・来庁者の安全性と快適性及び職員の良好な執務環境を確保するため、庁舎の適切な維持管理を行う必要がある。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

予定どおり業務を実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市有建築物であるため、市が効率的に維持管理・運営を行う

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 市民ボランティア活動の一環として庁舎周辺の樹木選定（低 ボランティアによる本庁舎周辺の樹木剪定や来庁者駐車場周 ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り 木）や草刈を行っている。 辺の草刈り等を実施した。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
●④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
○⑥その他

＜その他の内容＞

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ・あびこエコプロジェクトの積極的な推進 あびこエコ・プロジェクトの取り組みにあわせ、昼休みの時 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ・グリーン購入法に基づく備品、消耗品の購入 間帯の消灯、空調機の温度管理の徹底を行い、節電に努めた ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 。

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している 電力供給契約では、経費削減に努めるとともに環境省の環境 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 配慮契約法に基づいた入札を行った。 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

不良箇所を早期に発見し、迅速に対応することで来庁者の安全性と快適性、良好
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

な執務環境を確保することができた。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 205,697 △43,857 204,248 99.3
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△27.1

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 コスト削減を常に意識し、施設の維持管理・運営に努め

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下 た。

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.05

％ 10万円 0.05 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は、適切な庁舎維持管理の施策の実現に必要不可欠であるため、今後も現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 102 課コード 0105 会計種別 一般会計 予算の種類 ■政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・施設管理課

個別事業 庁舎維持管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成31年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 1 人）
(1)事業概要

(当　初) 205,664 千円 (うち人件費 8,800 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 205,697 千円 (うち人件費 8,800 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

利用見込みのない市有地の売却や、行政財産の使用許可による賃貸料・広告収入の拡充などによって、公有 来庁者及び職員が庁舎を安全



)目的 市税以外の収入についても、公金徴収一元化の取り組みやふるさと納税制度の活用を促進するなど、歳入の 事業目的 ・市有地（利用目的のない普通財産）の売却を行う。
展開方向

確保に努めます。また、あらゆる機会を通して国・地方間の税財源の配分の適正化を国に働きかけていくと
・市が所有する普通財産（利用目的のない財産）等の適正管理と売却や活用。 ・庁舎周辺樹木管理業務（草刈り・樹木の剪定等）
・庁舎周辺及び市有地管理業務（草刈り、樹木の剪定など）委託等を行う。 ・庁舎共用封筒の購入
・庁用共用封筒の購入など。 当該年度 ・普通財産の適正管理

執行計画 ・市有地の樹木・草刈管理を行う
(3)事業内容 内　　容

普通財産等適正に管理する。 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 普通財産等適正に管理する。 直接 適正に管理した割合 ％ 100 100

令和 2年度 普通財産等適正に管理する。 直接 適正に管理した割合。 ％ 100

令和 3年度 普通財産等適正に管理する。 直接 適正に管理した割合。 ％ 100

利用目的のない普通財産は、不整形地など売却が困難と思われ、売却だけでなく活用を含め検討を行う。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

財産管理事務 3,052 財産管理事務 3,500 2,800 財産管理事務 3,500 財産管理事務 3,500
財産売却補助業務委託
売却可能性調査 162

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 3,214 合　　計 3,500 2,800 合　　計 3,500 合　　計 3,500
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 3,214 3,500 2,800 3,500 3,500

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.2 0.4 0.4 0.2 0.2
正職員人件費 1,760 3,520 3,520 1,760 1,760

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 4,974 7,020 6,320 5,260 5,260
(11)単位費用

49.74千円／％ 70.2千円／％ 63.2
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・市有財産を良好な状態に保ち、市民に提供するためには、適切な草刈や樹木剪定など環境整備が必要である。また、事 ●①事前確認での想定どおり
務の効率化及び費用の削減を図るため、庁用共用封筒の一括購入・管理は必要である。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ・公的不動産の有効活用が求められており、その中で、利用目的のない普通財産の売却や活用を進めていくことが財政の ○要
   背景は？(事業の必要性) 健全化に向けて必要である。 ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

市有財産の適切な維持管理を行った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公有財産の適切な管理は、市が主体となって推進することが

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 必要である。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市有財産の管理は、市民参加事業での実施は困難である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている ・グリーン購入法に基づく物品の調達 樹木剪定や草刈りで発生した枝木や雑草をクリーンセンター ●①想定どおり
□②生き物と共存している ・樹木剪定で発生した、樹木のリサイクル に搬入し、資源化を図った。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

市有財産の適切な財産管理を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) □②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
■③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 7,020 △2,046 6,320 90.03
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

△41.13

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ●①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ○②目標値と同程度 経費削減を常に意識し、効果的な維持管理を行った。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.42

％ 10万円 1.58 111.27

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市有財産を良好に保つことは非常に重要であり、効果的な維持管理や利用目的のない普通財産（不動産）の売却を行うためには必要不可欠な事
業であることから、今後も現状どおり推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 105 課コード 0105 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・施設管理課

個別事業 財産管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 3 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 7,020 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83303 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

徴収体制の強化や徴収手法の見直しなどにより、歳入の根幹をなす市税のより一層の確保を図るとともに、 ・公有財産の有効活用及び財産等を適正に維持管理する。
施策目的・

(2



電話システムの適正な管理と運用を行う。
施策目的・

(2)目的 ともに、電子サービスの利用の拡大や職員の情報通信技術の活用能力の向上などに取り組み、市民サービス 事業目的
展開方向

の向上や事務の効率化を図ります。また、サイバー攻撃や情報漏えいなどの脅威に対応するため、情報のセ
庁内ＬＡＮ網を利用した電話通信としてＩＰ電話システムを設置し、適正な管理と安定した運用を行う。 ＩＰ電話システムの適正な管理と運用を行う。

・債務負担を設定し、平成32年4月にIP電話ｼｽﾃﾑ及び関連機器を更新するため、31年度中に事業者選定及び
当該年度 機器の設置設定を行う。
執行計画

(3)事業内容 内　　容

ＩＰ電話システムの保守管理の実施。 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 ＩＰ電話システムの適正な管理と安定した運用 直接 ＩＰ電話システムの保守の実施率 ％ 100 100

令和 2年度 ＩＰ電話システムの適正な管理と安定した運用 直接 ＩＰ電話システムの保守の実施率 ％ 100

令和 3年度 ＩＰ電話システムの適正な管理と安定した運用 直接 ＩＰ電話システムの保守の実施率 ％ 100

庁内ＬＡＮ網を利用したＩＰ電話の安定運用とコストや適切な保守管理等を考慮しＩＰ電話システムの更新を行う。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

ＩＰ電話等に係る事業費 20,044 ＩＰ電話等に係る事業費 19,656 19,169 ＩＰ電話等に係る事業費 13,208 ＩＰ電話等に係る事業費 13,208

【予備費】修理、ｱﾋﾞｽﾀへ移転設定変更 162 IP電話ｼｽﾃﾑ及び関連機器賃貸借 IP電話ｼｽﾃﾑ及び関連機器賃貸借 6,296 IP電話ｼｽﾃﾑ及び関連機器賃貸借 6,296
【債務負担】2020~2024年度 【債務負担】2020~2024年度　 【債務負担】2020~2024年度　

2020年度分 2021年度分
【3月補正】
IP電話関連機器データ消去業務委託料 126

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 20,206 合　　計 19,656 19,295 合　　計 19,504 合　　計 19,504
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 20,206 19,656 19,295 19,504 19,504

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.7 0.7 0.7 0.7 0.7
正職員人件費 6,160 6,160 6,160 6,160 6,160

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 26,366 25,816 25,455 25,664 25,664
(11)単位費用

263.66千円／％ 258.16千円／％ 254.55
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

庁内ＬＡＮ網を活用した実用的な電話システムであるため、ＩＰ電話システムを継続利用していく。 ●①事前確認での想定どおり
○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

IP電話システムを更新し、効果的に運用することで関連機器等の適切な維持管理と通信費等の削減を図った。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 庁内で活用する通信回線であるため。

■提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
庁舎及び出先機関で使用するＩＰ電話のため、市民協働で実施するものではない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている グリーン購入法に基づく備品消耗品の購入 環境に配慮した消耗品等の購入 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

IP電話を更新し、適正な維持管理、運用、継続利用を行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 25,816 550 25,455 98.6
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

2.09

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 IP電話の活用により通信費等の削減ができた。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.39

％ 10万円 0.39 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は市民サービスの向上と経費削減目標を達成するために必要不可欠であることから、今後も現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 106 課コード 0105 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・施設管理課

個別事業 電話システム(ＩＰ電話）の管理 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 □全市

⑤事業期間 平成17年度 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 0.7 人）
(1)事業概要

(当　初) 25,816 千円 (うち人件費 6,160 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83204 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

日々進歩している情報通信技術を活用しながら、システムや情報通信機器の計画的な導入や更新を進めると 庁舎及び出先機関に設置したＩＰ



保全や長寿命化にむけた必要な修繕工事を行い、施設機能の
施策目的・

(2)目的 財産の有効活用を進めます。また、公共施設の維持管理については、計画的・効率的に行うとともに、一層 事業目的 向上を図るとともに、維持管理コスト削減につなげていく。
展開方向

の経費の削減に取り組みます。
・公共施設情報の一元管理 ・施設保全台帳システムに機器点検状況や工事履歴、施設のコスト情報の入力を行う。
各施設のエネルギー情報、工事履歴情報、公共施設包括管理業務等で得た巡回点検や定期点検情報を公共施 ・施設保全に必要な改善等の指導を行う。
設保全台帳システムへ入力を行い、公共施設情報の一元管理を図る。 当該年度 ・平成31年6月30日にリース契約満了となるが、再リース契約を行いシステムの継続使用を行う。
・市有建築物の保全 執行計画

(3)事業内容 内　　容 公共施設保全計画を活用し、老朽化や経年劣化等の改善を計画的に指導し、施設の長寿命化などに努める。

施設保全台帳システムの運用及び活用 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 施設保全台帳システムを活用し、施設情報管理（工事履歴、コスト情報、施設及び設備の劣化状況）の一元化 直接 施設台帳システムの活用 ％ 100 100

令和 2年度 市有建築物の長寿命化の推進 直接 施設台帳システムの活用 ％ 100

令和 3年度 市有建築物の長寿命化の推進 直接 施設台帳システムの活用 ％ 100

公共施設の修繕・更新を計画的に行っていくため、公共施設保全計画や個別施設計画の作成が必要となります。
(7)事業実施上の課題と対応 それらの計画作成に必要な各施設の修繕履歴等のデータを施設保全台帳台帳システムで管理・活用する。 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

施設保全台帳システム保守 130 施設保全台帳システム保守 131 131 施設保全台帳システム保守 132 施設保全台帳システム保守 132
施設保全台帳システム賃借料 792 施設保全台帳システム賃借料 198 198 施設保全台帳システム賃借料 82 施設保全台帳システム賃借料 82
施設保全台帳システムセットアップ委託 54 （H26.7.1~H31.6.30） （H32.4.1~H33.3.31）再リース （H32.4.1~H33.3.31）再リース

施設保全台帳システム賃借料 61 61
（H31.7.1~H32.3.31）　再リース
改元対応業務委託 206 206

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 976 合　　計 596 596 合　　計 214 合　　計 214
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 976 596 596 214 214

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.9 0.6 0.6 0.9 0.9
正職員人件費 7,920 5,280 5,280 7,920 7,920

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 8,896 5,876 5,876 8,134 8,134
(11)単位費用

88.96千円／％ 58.76千円／％ 58.76
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・市有建築物は建築後３０年を経過する建物が多く、各施設の老朽化の改善が必要となっている。また、少子化や高齢化 ●①事前確認での想定どおり
など社会状況の変化とともに、公共施設を取り巻く環境も大きく変化していることから、今後は、将来を見据えた公共施 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 設のあり方について検討していく必要がある。 ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

公共施設保全台帳システムは、各施設における工事情報を一元管理できるシステムであり、その都度入力を行うことで施
設台帳として修繕や設備更新を行う際の目安に有効活用している。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 公共建築物の施設台帳や工事履歴、保全状況、保全計画、施

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 設管理費、エネルギー使用量等の情報管理を市が行う必要が
□その他 　促進された ある。

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
施設保全台帳システム整備や長期修繕計画については、市民参画事業ではない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 施設の長寿命化や省エネルギー設備の導入により、温室効果 省エネルギーに努めた。 ●①想定どおり
□②生き物と共存している ガス排出量の削減を図る。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

公共施設保全台帳システムにより工事や修繕履歴を入力し、維持管理や修繕計画
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100

に有効活用している。
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 5,876 3,020 5,876 100
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

33.95

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 1.7

％ 10万円 1.7 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
公共建築物を計画的に維持管理・更新していく上で、情報の一元管理は必須であるため、今後も現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 108 課コード 0105 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・施設管理課

個別事業 市有建築物の保全指導 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 平成26年度 ～ ⑥担当職員数 6 人 (換算人数 0.6 人）
(1)事業概要

(当　初) 5,876 千円 (うち人件費 5,280 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

利用見込みのない市有地の売却や、行政財産の使用許可による賃貸料・広告収入の拡充などによって、公有 市有建築物の安全性を確保するとともに、予防



保する。
施策目的・

(2)目的 財産の有効活用を進めます。また、公共施設の維持管理については、計画的・効率的に行うとともに、一層 事業目的
展開方向

の経費の削減に取り組みます。
市有建築物の工事に携わり、工事工程の管理、施工状況の立会い確認等により、契約の適正な履行を確保す ・じゃぶじゃぶ池等改修工事
る。 ・第９器具置場新築工事

当該年度 ・第一小学校プールろ過器交換工事
執行計画 ・小学校受水槽更新工事

(3)事業内容 内　　容 ・市有建築物の受変電設備等更新工事
その他
工事竣工認定率（評定６０点以上） 想定値 100当該年度

単位 %
活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 工事監督を適正に実施し、工事を完成させる。 直接 工事竣工認定件数（評定６０点以上）／全工事件数 ％ 100 100

令和 2年度 工事監督を適正に実施し、工事を完成させる。 直接 工事竣工認定件数（評定６０点以上）／全工事件数 ％ 100

令和 3年度 工事監督を適正に実施し、工事を完成させる。 直接 工事竣工認定件数（評定６０点以上）／全工事件数 ％ 100

営繕業務として工事の監督業務を行っているが、機械設備工事件数（130万円以上が工事検査対象）の増加により、専門的知識
(7)事業実施上の課題と対応 を有する監督職員が不足している状況である。現行体制で対応するには、建築技師及び電気技師が機械設備工事の知識の習得や 代替案検討 ○有 ●無

工事案件に携わる経験を積めるよう環境を整える必要がある。

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

普通旅費 45 普通旅費 19 10 普通旅費 19 普通旅費 19
研修旅費 61 研修旅費 49 23 研修旅費 49 研修旅費 49
消耗品 85 消耗品 194 189 消耗品 194 消耗品 194
協議会負担金 11 協議会負担金 11 11 協議会負担金 11 協議会負担金 11

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 202 合　　計 273 233 合　　計 273 合　　計 273
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 202 273 233 273 273

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.8 1.3 1.3 1.3 1.3
正職員人件費 15,840 11,440 11,440 11,440 11,440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 16,042 11,713 11,673 11,713 11,713
(11)単位費用

160.42千円／% 117.13千円／% 116.73
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

・契約の対価となる財産の品質を確保するため、我孫子市財務規則第１４９条（履行の監督）に位置づけされた監督業務 ●①事前確認での想定どおり
を、設計図書等に基づいて工程の管理及び履行途中の検査・確認等を実施して契約の適正な履行を確保する必要がある。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

概ね工事を工期内に完了させることができ、出来形の品質も問題なかった。

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市が要求する品質の確保の観点から、市が直接監督業務を実

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 施する必要がある。
□その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
公共工事の監督業務にあっては、市民と協働できる内容がないため市が実施している。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 産業廃棄物のリサイクルの推進、低公害型機械等の選択等。 廃棄物の処理については、リサイクルを考慮した処分を指導 ●①想定どおり
□②生き物と共存している し経過を確認した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している 工事で使用する建設用機械は、環境配慮型を使用するように

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している 指導し、使用状況を確認した。 ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (b/f×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

各工事案件とも適切に工事監督業務を行うことが出来た。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 11,713 4,329 11,673 99.66
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

26.99

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (e/h)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.85

％ 10万円 0.86 98.84

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
公共施設の品質確保の観点から必要な事業であり、適切な工事の確認は資産の長寿命化にも貢献できるため、今後も引続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 109 課コード 0105 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・施設管理課

個別事業 市有建築物の工事監督 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 11,713 千円 (うち人件費 11,440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

利用見込みのない市有地の売却や、行政財産の使用許可による賃貸料・広告収入の拡充などによって、公有 市有建築物の工事監督に携わり、契約の適正な履行を確



ことにより、市有建築物として質の高い設計を完成
施策目的・

(2)目的 財産の有効活用を進めます。また、公共施設の維持管理については、計画的・効率的に行うとともに、一層 事業目的 させる。
展開方向

の経費の削減に取り組みます。
市有建築物の設計段階に参加し、技術的なサポートや設計者への指導を行なうことにより、質の高い設計を ・市民体育館メインアリーナ屋根外壁等改修工事に伴う設計業務
完成させ、適切な工事費の算出を行う。 ・小学校、中学校受水槽更新工事に伴う設計業務

当該年度 ・根戸近隣センター外部改修工事に伴う設計業務　　
執行計画 その他

(3)事業内容 内　　容

委託事項の適正な完了率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 実施設計を完成する 直接 委託事項適正完了件数（工期延長や指導書交付が無いもの）/全設計 ％ 100 100
件数

令和 2年度 実施設計を完成する 直接 委託事項適正完了件数（工期延長や指導書交付が無いもの）/全設計 ％ 100
件数

令和 3年度 実施設計を完成する 直接 委託事項適正完了件数（工期延長や指導書交付が無いもの）/全設計 ％ 100
件数

発注課及び設計者との協議を十分に行い、コスト縮減に配慮した質の高い設計を指導する。
(7)事業実施上の課題と対応 代替案検討 ○有 ●無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

営繕積算システム賃借料 791 営繕積算システム賃借料 796 796 営繕積算システム賃借料 796 営繕積算システム賃借料 796
建築・機械設備・電気設備研修 88 建築・機械設備・電気設備研修 80 79 建築・機械設備・電気設備研修 80 建築・機械設備・電気設備研修 80

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 879 合　　計 876 875 合　　計 876 合　　計 876
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 879 876 875 876 876

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3
正職員人件費 11,440 11,440 11,440 11,440 11,440

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 12,319 12,316 12,315 12,316 12,316
(11)単位費用

123.19千円／％ 123.16千円／％ 123.15
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市有建築物の設計業務は、発注課と民間設計者が協議を行いながら進めるが、当課が設計指導を行なうことで、公共施設 ●①事前確認での想定どおり
としての品質に配慮した設計となり、コスト縮減に貢献できる。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ ○要
   背景は？(事業の必要性) ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

概ね想定したとおり、公共施設としての品質を維持しつつ、コスト削減に努めた

○①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ ■①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている □②市が主導で進めなければ実効性がなかった 市有建築物の設計指導は、市有建築物としての品質確保や建

□提供主体が市しかない □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 築の専門的知識が要求されるため、具体的な打合せ及び決定
□その他 　促進された については、施設管理課が主体となって実施する必要がある

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した 。
(2)市が実施する必要性は

●②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) ■市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り 今年度は市民が参加するような市有建築物の新築案件がなか ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ったが、今後は案件次第では参加が考えられる。 ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
市有建築物の設計指導は、建築の専門的知識が要求されるため、市民が参画し行う事業ではない。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 環境負荷の低い原材料や機械設備、電気設備等を採用してい 建設機械は排ガス対策型、低騒音型を使用するように設計図 ●①想定どおり
□②生き物と共存している る。 書に反映した。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

各設計案件とも適切に設計指導することが出来た。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 12,316 3 12,315 99.99
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

0.02

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.81

％ 10万円 0.81 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
市有建築物の設計指導は、市民サービスを提供する建築物の仕様確認や、設計図書の不備を早期発見できることから必要な事業であり、今後も
引続き推進していく。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 110 課コード 0105 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 実施計画への
①事業名 ○有 ●無 ②部課名 総務部・施設管理課

個別事業 市有建築物の設計指導 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 4 人 (換算人数 1.3 人）
(1)事業概要

(当　初) 12,316 千円 (うち人件費 11,440 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 千円 (うち人件費 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83203 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

利用見込みのない市有地の売却や、行政財産の使用許可による賃貸料・広告収入の拡充などによって、公有 建築物の機能、形態及び工事費等を設計段階で指導する



所管ごとに縦割りで管理してきた公共施設を包括管理することにより経費の削減及び事務の効率化を図る。
施策目的・

(2)目的 よう、提案型公共サービス民営化制度を活用しながら事業の委託化や民営化を進めるとともに、公の施設の 事業目的 また、巡回サービスによる点検結果や中短期計画書を活用し、効果的な予防保全を行い、施設機能の維持や
展開方向

管理運営にあたっては指定管理者制度の活用を進めます。また、事業の必要性や実施主体のあり方などにつ 利用者の安心安全で快適な利用につながるよう施設管理の適正化に努める。
公共施設71施設の包括管理業務委託を行う。 ・公共施設包括管理委託業務の契約及び支払業務を行う。施設の管理監督及び修繕等は施設の各所管課が行
業務内容は、次のとおり。 う。
・各施設の設備点検業務 当該年度 ・巡回点検等で得た、施設及び設備機器等の劣化状況を施設保全台帳システムへの入力を行い、個別施設計
・巡回点検業務 執行計画 画策定に向けた資料として活用する。

(3)事業内容 内　　容 ・中短期修繕計画作成
・施設・設備の劣化状況等の施設保全台帳システムへの入力データ作成業務

包括管理施設の保守管理の執行率 想定値 100当該年度
単位 ％

活動結果指標 実績値 100

(4)達成目標(期待する成果) 達成目標(期待する成果) 指標種類 指　　標 単位 (5)現況値 (6)目標値

当該年度 施設をより効率的・効果的に管理する。 直接 包括管理施設の保守管理の執行率 ％ 100 100

令和 2年度 施設をより効率的・効果的に管理する。 直接 包括管理施設の保守管理の執行率 ％ 100

令和 3年度 施設をより効率的・効果的に管理する。 直接 包括管理施設の保守管理の執行率 ％ 100

施設の巡回点検により修繕・補修個所が見える化されたが、各課での対応に違いがあることから、所管課と施設管理課や資産経
(7)事業実施上の課題と対応 営課と連携し対応する。 代替案検討 ●有 ○無

平成30年度 平成31年度 令和 2年度 令和 3年度

政
策

金額(千円) 政
策

予算額(千円) 決算額(千円) 政
策

金額(千円) 政
策

金額(千円)内　　容 内　　容 内　　容 内　　容

公共施設等包括管理業務委託料 103,830 公共施設等包括管理業務委託料 103,558 102,293 公共施設等包括管理業務委託料 103,558 公共施設等包括管理業務委託料 107,792

【流用】 （新規追加施設）
公共施設包括管理業務委託料 △1,106 ＊ 西・東消防署、湖北・つくし野分署 2,904
施設維持補修工事費へ予算流用 ＊ 白樺文学館 1,330

実施内容

(8)施行事項
費　　用

予算(決算)額 合　　計 103,830 合　　計 102,452 102,293 合　　計 107,792 合　　計 107,792
国庫支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
県支出金 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0 0 補助率 0 ％ 0 補助率 0 ％ 0
起債 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0 0 充当率 0 ％ 0 充当率 0 ％ 0

(9)財源内訳
一般財源 103,830 102,452 102,293 107,792 107,792

その他の財源 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0 □特会 □受益 □基金 □その他 0
換算人数(人) 0.4 0.4 0.4 0.4 0.4
正職員人件費 3,520 3,520 3,520 3,520 3,520

(10)人件費等
嘱託職員報酬額 0 0 0 0 0
臨時職員賃金額 0 0 0 0 0

事業費(予算(決算)額＋正職員人件費) 107,350 105,972 105,813 111,312 111,312
(11)単位費用

1,073.5千円／％ 1,059.72千円／％ 1,058.13
    (事業費／活動結果指標)

２．事業の評価(DO+CHECK)

評価項目 事　前　評　価 事　後　評　価（評価結果に応じ、改善案検討（拡充も含む）） 改善検討

必
　
要
　
性

市の公共施設はこれまで所管課ごとに縦割りで管理されてきた。維持管理にかかる各種設備機器等の保守業務も縦割りで ●①事前確認での想定どおり
、各所管課ごとに個別発注をし管理をしてきた。これは、業務の非効率とコストの増加をもたらしてきた。 ○②事前確認での想定どおりでなかった

(1)事業が今必要である理由・ 公共施設の包括管理をすることにより、業務を効率的・効果的に実施し、コストの削減を図るものです。 ○要
   背景は？(事業の必要性) 公共施設の老朽化が進むなかで、現状を把握し、維持・更新費用などを明らかにし長期的な視点を持って計画的に対策を ＜想定どおりとした理由／想定どおりでなかった原因＞ ●不要

講じていく必要がある。 対象施設の保守点検を業務を実施した。

●①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できない ＜その他の内容＞ □①民間企業、ＮＰＯ、市民団体等では実施できなかった ＜市実施の具体的な内容・必要性の理由＞
(理由) □法令等で市が実施することが定められている 提案型公共サービス民営化制度により、民間企業の提案を受 ■②市が主導で進めなければ実効性がなかった 財産（公共建築物）管理者である市が実施することが妥当で

□提供主体が市しかない けて実施した事業である。 □③市が先導役となったことで市民へ普及が一層 ある。
■その他 　促進された

□④市の支援が政策・施策の目標の実現に貢献した
(2)市が実施する必要性は

○②自治体である市が推進すべきである ＜その他の内容＞ □⑤サービス水準が確保された ○要
   あるか？

(理由) □市が主導で進めることにより実効性が得られる □⑥サービスの安定供給基盤が確保された ●不要
   (市実施の必要性)

□市が実施・提供することにより、良質で安定した □⑦その他
サービスが保証される ＜その他の内容＞

□市が支援することにより政策・施策の目標の
実現が図られる

□その他

参
加
・
協
働
の
工
夫

実施した参加・協働の具体的な内容（又は今後、
参加・協働の内容 工夫の具体的な内容 参加・協働の程度・内容

参加・協働が考えられる場合にはその内容）
○①事業計画時に市民の参画有り ○①当初期待した以上
○②事業実施時に市民の参画有り ●②当初期待したとおり
○③管理・運営に市民の参画有り ○③当初の期待以下

市民の参加や市民との協働を
○④市民の自主的な活動と連携している ○要

工夫しているか？
○⑤市民と共同で事業を実施 ＜期待した以上となった理由／期待以下であった原因＞ ●不要

(体制づくり)
●⑥その他

＜その他の内容＞
施設の保守管理業務であり、市の責任をもって実施すべき事業である。

環
境
へ
の
配
慮

配慮の視点 取組む内容 実施した具体的な内容 環境への配慮

□①自然環境を生かしている 設備機器の定期的な点検の実施及び修繕により、長寿寿命化 巡回点検等により機器などの不具合箇所を早期に発見し対応 ●①想定どおり
□②生き物と共存している に繋げていく。 対応することで機器等の長命化を図った。 ○②想定どおりでなかった
□③手賀沼を意識している

環境に配慮して事業を進めて
■④環境負荷低減に貢献している ＜想定どおりでなかった原因＞ ○要

いるか？
□⑤その他 ●不要

＜その他の内容＞

効
　
率
　
性

現況値(a)(％) 目標値(b)(％) 目標値の妥当性のチェック 達成状況 ●①目標値達成
○②目標値未達成

■①客観的なデータ・事実に基づき設定している 実績値(f)(％) 達成率(％)
(1)目標設定は適切か？ □②現況値と比べ実現性が乏しい値ではない (f/b×100) ○要

＜目標を達成した理由／未達成となった原因＞
100 100 □③現況値との差が小さい値ではない ●不要

保守点検業務の計画的な管理と進捗管理を徹底して行った。
□④適当な比較対象が有る場合、比較対象例における目標値(と現況値の差)と 100 100
　同等の水準である

対策実施による事業費削減 実施予定の対策 実施状況 ○①想定事業費未満 事業費の削減対策について
●②概ね想定事業費以内

事業費削減額(d) □①国・県助成制度活用 □⑤ＰＦＩ等民間資本の活用 対事業費(％) ●①事前の想定どおり
事業費(c)(千円) 実績値(g)(千円) ○③想定事業費超過

(千円) ■②現有体制での対応 □⑥受益者負担 (g/c)×100 ○②事前の想定どおりでなかった
□③維持管理費の削減策の実施 □⑦その他

(2)事業費削減の工夫をして 105,972 1,378 105,813 99.85
□④民間委託 ＜想定どおり削減できなかった原因＞ ○要

   いるか？
事業費削減率(％) ＜削減の内容＞ ＜超過理由等＞ ●不要

1.28

目標値対事業費(e) 計算方法 達成状況 ○①目標値以上 ＜目標値以上となった理由／目標値以下であった原因＞
(3)目標値を実現する為に ●②目標値と同程度 概ね当初見込みどおり保守点検業務を行った。

単位 費用単位 ●①単年度の指標：目標値×費用単位／事業費 対目標値(％) ○要
   投じる事業費は適正か？ 実績値(h) ○③目標値以下

○②複数年度の指標：(目標値－現況値)×費用単位／事業費 (h/e)×100 ●不要
   (目標対費用) 0.09

％ 10万円 0.09 100

３．事後評価

●現状どおり推進 ○拡充 ○縮小 ○結合 ○休止 ○廃止 ○事業手法見直し ○その他(事業完了など)

評
　
価

評価コメント 改善策及び展開方向
本事業は目的である保守点検業の質の向上や事務負担の軽減、維持管理等のコスト削減を達成するために必要不可欠な事業であることから、今
後も現状どおり推進する。

様式第３号 事務事業評価表（平成31年度）

事業コード 1954 課コード 0105 会計種別 一般会計 予算の種類 □政策 ■経常 □なし

１．事業の概要(PLAN)

基本事業 継続的な行政改革の推進 実施計画への
①事業名 ○有 ○無 ②部課名 総務部・施設管理課

個別事業 公共施設等包括管理業務 位置づけ

③事業主体 ●市 ○その他（ ） ④対象地区 □我孫子 □天王台 □湖北 □新木 □布佐 ■全市

⑤事業期間 ～ ⑥担当職員数 2 人 (換算人数 0.4 人）
(1)事業概要

(当　初) 107,078 千円 (うち人件費 3,520 千円）⑦事業費
総事業費 0 千円 当該(開始)年度

(人件費含む) (変更後) 105,972 千円 (うち人件費 3,520 千円）

施策 重点プロジェクト 基本計画地区別 部門別計画への
⑧施策の位置づけ 83202 重点なし ○有 ●無 (計画名)

コード への位置づけ 計画への位置づけ 位置づけ

行政や市民、ＮＰＯ、企業などの多様な主体が、市民ニーズに適合した質の高いサービスを提供していける


